
部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

子ども青少年育成部 子ども企画課
さかい子ども食堂ネットワーク形成支
援事業

24,486 24,486 1

子ども青少年育成部 子ども企画課 さかい子ども食堂開設支援補助金 2,000 2,000 2

子ども青少年育成部 子ども企画課 子育て支援情報発信事業 2,879 2,879 3

子ども青少年育成部 子ども企画課 さかい子育て応援団事業 100 100 4

子ども青少年育成部 子ども企画課 さかいチャイルドサポーター育成事業 9,241 9,241 5

子ども青少年育成部 子ども企画課 子育て事務センター事業 248,295 247,293 6

子ども青少年育成部 子ども育成課 成人式事務 15,120 15,120 7

子ども青少年育成部 子ども育成課 青少年指導員地域活動事業 7,398 7,398 8

子ども青少年育成部 子ども育成課
子育てアドバイザー・育児支援ヘル
パー派遣事業

10,542 10,542 9

子ども青少年育成部 子ども育成課 地域子育て支援拠点事業 188,491 188,308 10

子ども青少年育成部 子ども育成課 訪問型病児保育事業 14,600 14,600 11

子ども青少年育成部 子ども育成課 ファミリー・サポート・センター事業 18,000 18,000 12

子ども青少年育成部 子ども育成課 乳児家庭全戸訪問事業 3,175 3,175 13

子ども青少年育成部 子ども育成課 ちびっこ老人憩いの広場整備事業 1,680 1,680 14

子ども青少年育成部 子ども育成課 病児保育事業 77,486 77,486 15

子ども青少年育成部 子ども育成課 妊産婦・乳児一般健康診査事業 817,127 817,127 16

子ども青少年育成部 子ども育成課 先天性代謝異常等検査事業 13,798 13,798 17

子ども青少年育成部 子ども育成課 乳幼児発達相談指導事業 1,373 1,373 18

子ども青少年育成部 子ども育成課 乳幼児アレルギー・ぜん息予防事業 1,600 1,600 19

子ども青少年育成部 子ども育成課 養育医療給付事業 50,527 50,527 20

その他事業一覧



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

子ども青少年育成部 子ども育成課 フッ素塗布事業（本庁） 224 224 21

子ども青少年育成部 子ども育成課 不妊症・不育症支援事業 309 309 22

子ども青少年育成部 子ども育成課 東吉野キャンプ場運営事業 6,500 2,000 23

子ども青少年育成部 子ども育成課
青少年センター・青少年の家管理運営
事業

96,991 96,991 24

子ども青少年育成部 子ども育成課 日高少年自然の家管理運営事業 58,037 58,037 25

子ども青少年育成部 子ども育成課 青少年健全育成事業 171,149 171,149 26

子ども青少年育成部 子ども家庭課 要保護児童支援事業 43,333 43,333 27

子ども青少年育成部 子ども家庭課 発達障害者（児）支援事業 49,251 49,251 28

子ども青少年育成部 子ども家庭課 あい・さかい・サポーター養成事業 796 796 29

子ども青少年育成部 子ども家庭課 発達障害医療機関等支援事業 11,209 11,209 30

子ども青少年育成部 子ども家庭課 障害児事業者等指定・指導事務 8,992 8,992 31

子ども青少年育成部 子ども家庭課 障害児通所支援事業者育成事業 18,080 18,080 32

子ども青少年育成部 子ども家庭課 発達障害啓発事業 517 517 33

子ども青少年育成部 子ども家庭課 ひとり親家庭等日常生活支援事業 277 277 34

子ども青少年育成部 子ども家庭課 子育て短期支援事業 3,379 3,379 35

子ども青少年育成部 子ども家庭課 障害児施設入浴サービス事業 4,194 4,194 36

子ども青少年育成部 子ども家庭課 女性相談事業（本庁） 8,984 8,984 37

子ども青少年育成部 子ども家庭課 在宅乳幼児親子教室開催事業 2,156 2,156 38

子ども青少年育成部 子ども家庭課 発達障害者支援センター運営事業 30,512 30,512 39

子ども青少年育成部 子ども家庭課 障害児等療育支援事業 14,307 14,307 40



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

子ども青少年育成部 子ども家庭課
医療的ケア児等コーディネーター養成
研修事業

1,695 1,695 41

子ども青少年育成部 子ども家庭課
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金
貸付業務

2,420 2,420 42

子ども青少年育成部 子ども家庭課 堺市ひとり親世帯家計相談事業 1,121 1,121 43

子ども青少年育成部 子ども家庭課 障害児措置給付事業 4,333,806 4,331,036 44

子ども青少年育成部 子ども家庭課
こどもリハビリテーションセンター管理
運営事業

671,525 662,025 45

子ども青少年育成部 子ども家庭課 母子生活支援施設措置等事業 162,875 162,875 46

児童自立支援施設整
備室

児童自立支援施設整備事業 24,893 24,893 47

子育て支援部 幼保推進課 実費徴収に係る補足給付を行う事業 66,966 30,966 48

子育て支援部 幼保推進課
民間認定こども園・保育所運営補助事
業

2,527,549 2,257,375 49

子育て支援部 幼保推進課 幼児教育・保育無償化事業 4,659,566 4,592,660 50

子育て支援部 幼保推進課 一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ） 30,724 30,724 51

子育て支援部 幼保推進課 保育教諭等人材確保事業 2,800 2,800 52

子育て支援部 幼保推進課 一時預かり事業 290,705 290,705 53

子育て支援部 幼保推進課 認証保育所運営補助事業 23,664 23,664 54

子育て支援部 幼保推進課 私立幼稚園運営補助事業 14,631 14,631 55

子育て支援部 幼保推進課 地域型保育事業 3,304,415 3,304,415 56

子育て支援部 幼保推進課 私立幼稚園預かり保育推進事業 10,000 10,000 57

子育て支援部 幼保推進課 休暇取得促進支援事業 6,300 0 58

子育て支援部 幼保推進課 保育士宿舎借り上げ支援事業 121,106 121,106 59

子育て支援部 幼保推進課 私立幼稚園幼児教育振興事業 18,935 18,935 60



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

子育て支援部 待機児童対策室 送迎保育ステーション事業 13,000 13,000 61

子育て支援部 待機児童対策室
民間社会福祉施設整備資金借入金利
子補助事業

777 777 62

子育て支援部 幼保運営課 小規模保育事業等巡回支援事業 2,923 2,923 63

子育て支援部 幼保運営課 さかいプレ保育士事業 408 408 64

子育て支援部 幼保運営課 保育士等就職促進事業 600 600 65

子育て支援部 幼保運営課 市立認定こども園移管事業 56,640 52,186 66



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　

事業継続

　R　～　R

人件費、会議費用、HP運営、研
修、地域調整、消耗品等、子ども
食堂に配布する物品の購入及び
配布

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 19,486 24,486

関連事業：子ども食堂開設支援補助金

その他　特記事項

平成29年度事業実施 事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

： 子ども青少年局　子ども企画課

24,486

令和2年度予算額

19,486

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

19,486
事業名 さかい子ども食堂ネットワーク形成支援事業

委託料

事業

概要

子どもを対象に食事の提供等を通じた居場所づくりを行う事
業を推進することにより、子どもが地域とつながり、健やかに
育つ環境整備を促進する。

子どもを対象として食事を提供する居場所を開設している団体等を
つなぐネットワークを形成し、事務局として以下の取組を実施する。
・ネットワーク会議による団体間の情報共有
・HPやSNSによる日程や内容の発信
・従事者向け研修
・食材提供やボランティア申出等の仲介
・地域の実施団体の開拓、検討支援
・「開設補助金」の申請受付等
・子どもへの個別支援の調整等

委託先：堺市社会福祉協議会

ふるさと納税制度を活用して、子ども食堂の活動に必要な物
品等を提供し、子ども食堂の継続的な活動を支援する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

19,486 24,486

1



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　

関連事業：さかい子ども食堂ネットワーク形成支援事業

債務負担行為
要求額（千円）

2,000 2,000

事業継続

事業名 さかい子ども食堂開設支援補助金

補助金

事業

概要

子ども食堂の開設準備に要する経費の一部を補助すること
により、孤食や生活困窮など様々な家庭環境の子どもたちが
地域とつながり、健やかに育つ環境整備を促進することを目
的とする。

本市内で子どもを対象として食事を提供する居場所を新たに開設す
る団体等に対して、開設に要する経費を助成する。
・補助対象
　市内で、既に子ども食堂を実施している小学校区を除いた地域で
開設す　る団体等
・対象経費
　開設に要する工事整備費（シンク設置等の軽易な施設改修等）、
備品、消耗品購入費
・補助額
　１か所あたり上限２００千円

市域全体に子ども食堂の活動の輪をひろげるため、継続して
実施する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども企画課

2,000

令和2年度予算額

697

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,000

合計 2,000 2,000

その他　特記事項

平成29年度事業実施 事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

　R　～　R

200千円×10か所

2



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業継続

　R　～　R

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 2,952 2,879

関連事業：

その他　特記事項

平成29年1月アプリの構築、
公開

事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

： 子ども青少年局　子ども企画課

2,879

令和2年度予算額

1,526

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,952
事業名 子育て支援情報発信事業

委託料

事業

概要

・本市の子育て支援情報をコンパクトに凝縮したスマートフォ
ンアプリ「さかい子育て応援アプリ」を活用し、楽しく安心して
子育てができる情報を一人ひとりの状況に応じてタイムリー
に分かりやすく提供する。

・子どもの生年月日（出産予定日）等の利用者登録に応じた
タイムリーな情報提供、地図やカレンダー機能を活用した子
育て施設やイベントの検索、健診や予防接種のスケジュール
管理のサポートなど、子育て家庭が必要とする情報を分かり
やすく提供する。

現行システムを正常に機能させ適切な環境を維持する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

需用費

2,552

400

2,579

300

運用保守費、OS改修業務

妊娠・出産届者等配布資料

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

3



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

印刷製本費

450

90 ロゴステッカー等の作成

0

100

事業名 さかい子育て応援団事業

委託料

事業

概要

市民・企業・団体など地域社会全体が子育てに関心を持ち、
子育てを支援する機運を醸成し、市民が安心して子どもを生
み、希望をもって子育てができるような環境整備を推進する。

子育てを支援する取組等を実施する企業、団体等を「さかい子育て
応援団」として登録し、その取組等について広く情報発信する。
①開拓：他部署が実施する講習会等の機会を捉えて、子育てを応
援する取組（授乳スペース、おむつ替えスペース、ミルクのお湯提供
等）を行っている企業・団体等に対し、応援団への参加を勧め、登録
を呼びかける。
②決定：応援団の趣旨に賛同し、要件等を満たす企業・団体等か
ら、登録申請書の提出をうける。登録決定すると、応援団ロゴマーク
入りのステッカー等を交付、店頭等での掲示を依頼する。
③情報発信：登録団体等の取組状況を、アプリや市ホームページ、
フェイスブックなどを活用して発信する。

継続して事業を実施する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども企画課

100

令和2年度予算額

0

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

540

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 540 100

関連事業：子育て支援情報発信事業

その他　特記事項

平成24年～ 事業開始
※R2.10月時点登録数325団
体

事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

事業継続

　R　～　R

4



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

12,151 9,241 さかいチャイルドサポーター等研修

事業名 さかいチャイルドサポーター育成事業

委託料

事業

概要

子ども・子育て支援新制度に基づき、多様な事業が展開して
いることから、子育て支援に意欲のある地域の人材を対象と
して研修を実施し、「さかいチャイルドサポーター」（「子育て支
援員」）として育成する。

・子育て支援の仕事に関心を持ち、小規模保育、家庭的保
育、一時預かり、地域子育て支援拠点事業等、子育て支援
分野に従事することを希望する者に対し、子育て支援分野の
各事業等に共通する「基本研修」と特性に応じた専門的内容
を学ぶ「専門研修」を行う。
・研修修了者に対しては、「さかいチャイルドサポーター」（全
国で通用する「子育て支援員」）として認定する。
・あわせて、チャイルドサポーター認定者ほか各子育て支援
分野の従事者の資質維持・向上を図る研修を実施する。

各コースの募集人数を縮小するなどしてコストを抑えつつ充
実した研修内容を維持する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども企画課

9,241

令和2年度予算額

10,000

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

12,151

合計 12,151 9,241

その他　特記事項

平成27年度から事業実施 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

継続実施

　R　～　R

5



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

109,095

期間

令和2年度予算額

債務負担行為

令和3年度要求額令和元年度決算額

事業名 子育て事務センター事業

： 子ども青少年局 子ども企画課局・課名

248,295

3,072

229,200 業務委託費

254,949

電話・警備・パソコンリース・消耗品等

原状回復費用、引越代等

193,255

12,877 12,921

9,800 10,783センター借上げ経費

事業

概要

子ども青少年局及び区役所子育て支援課において発生する
単純・定型事務を集約した「子育て事務センター」を開設し、
その運営を民間事業者に委託する。民間事業者の有するノ
ウハウ・経験等を活用した実施体制を整備することにより、正
確・迅速・安定したサービスの提供を行い、市職員の政策立
案・企画調整機能を強化することで、市民サービスの一層の
向上を図る。

○ 子ども青少年局（区役所子育て支援課）において、一定量の単
純作業が発生する業務について、事務処理を集約化する「子育て
事務センター」を開設・運営する。
○委託化事務
以下業務にかかる単純定型事務
・妊婦及び産婦・乳児一般健康診査等費用助成に関する業務
・児童扶養手当、児童手当に関する業務
・幼児教育・保育の無償化に関する業務
・利用者負担管理等に関する業務
・教育・保育給付支給認定、利用調整に関する業務
・施設補助金、施設型給付費等に関する業務　など

・委託契約の見直し
　令和元年10月から始まった幼児教育・保育の無償化に伴う業務について、
事務スキームの変更により、委託する業務内容が変更となったため、委託内
容を精査したうえで予算要求を行う。また、令和3年度の新型コロナウイルス
感染症への対応業務にかかる費用も計上している。
・借上げ経費の見直し
  処理件数の増加、制度変更等への対応及び個人情報の管理という点で、
作業スペースを拡充し、事務の効率化を図る。

センター業務委託

センター管理経費

センター設置・移転経費

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

合計 254,949 248,295

その他　特記事項

～H27　事業化検討
H28　開設準備
H29　開設・運営
H30～　運営

運営継続

0

224,591

　R3　～　R６

運営継続

家賃・共益費等

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

はがき・プログラム

合計 15,285 15,120

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

65

737

13,022

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

15,120

令和2年度予算額

13,968

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

15,285
事業名 成人式事務

成人式案内はがき等作成経費（印刷製本費）

市長メッセージビデオ作製等経費（委託料）

事業

概要

二十歳になった若者の前途を社会全体で祝福するとともに、
新成人が区域のまちづくりの重要な担い手として、さらには、
将来の社会を支える一員として自らも自立し、その責任を自
覚する機会を提供する。

・区役所ごとに実行委員会を設け、区の独自性を活かした成
人式を実施。
・区成人式実行委員会に対し、企画運営に係る経費を負担
金として支出。

事業継続

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

負担金

成人式案内はがき送付経費

保険料

971

490

成人式開催負担金

傷害、賠償保険料65

971

490

572

13,022

基本計画
　施策番号

3-(2) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

1校区58,000円×93校区

合計 7,462 7,398

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

568

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

7,398

令和2年度予算額

6,770

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

7,462
事業名 青少年指導員地域活動事業

青少年指導員地域活動事業補助金

事業

概要

地域が一体となり未来を担う青少年の健全育成活動を推進
する。

地域において、ボランティアとして青少年育成に取り組む青少年指導員の活動の内容に対し補助金を
支出するとともに、校区間の情報交換や、青少年指導員の資質向上等を目的とした中央組織の活動に
対し補助金を支出する。
〈主な補助事業内容〉
中央組織
　(1) 各校区青少年指導員会相互の連絡調整、情報交換に関すること。
　(2) 関係機関及び関係団体との連絡提携に関すること。
　(3) 青少年指導についての研究協議に関すること。
　(4) 研修会の開催及び資料の発行に関すること。　等
校区活動
　(1) 青少年問題に関する啓発及び環境浄化に関すること。
　(2) 危険箇所の発見及び事故防止に関すること。
　(3) 青少年関係の各種調査、研修及び広報に関すること。
　(4) 青少年関係団体との調整に関すること。　等

事業継続

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

青少年指導員連絡協議会活動事業補助金

その他　

5,394

1,500

504

5,394

1,500

基本計画
　施策番号

3-(1) 3-(4) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　

債務負担行為
要求額（千円）

その他

需用費

通信運搬費等

3,328

322

育児支援ヘルパー派遣委託料

保険料、会場借り上げ料

消耗品費、印刷製本費
訪問周知ハガキ等、決定通知送付（簡易書留）520

3,168

307

6,242

期間

事業名 子育てアドバイザー・育児支援ヘルパー派遣事業

謝礼金

委託料

事業

概要

子育てアドバイザーや育児支援ヘルパーを子育て家庭等に
派遣し、支援を行うことで、育児に対する不安や負担感の軽
減を図る。

・子育てアドバイザー
養育上の問題を抱える家庭並びに自主的に運営されている
子育てサークル等に子育てアドバイザーを派遣し、子育てに
関する相談に応じたり養育環境の把握等を行う。

・育児支援ヘルパー派遣
母親が妊娠中又は出産直後で、体調不良や育児不安によ
り、家事又は育児を行うことが困難な家庭で周囲に援助をし
てくれる人がいない場合に、育児支援ヘルパーを派遣し、家
事や育児の支援を行う。

事業実施に必要な経費を引き続き要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

乳児家庭全戸訪問事業

： 子ども青少年局・子ども育成課

10,542

令和2年度予算額

9,679

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

10,994

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

529

6,500

315 305

合計 10,994 10,542

関連事業：

その他　特記事項

継続実施 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

講師謝礼
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

子ども青少年局　遊びと交流のひろば管理運営事務
各区子育て支援課　児童福祉事務一般管理
（子育て支援コーディネーター事業）

基本計画
　施策番号

3-(1) 　

継続実施

　R4　～　R6

研修等講師謝礼金

みんなの子育てひろば補助金(36ヵ所)

区役所子育てひろば事業者選定委員会の報酬

100

159,695

25

152,798

0

備品購入費

551

合計 181,031 188,491

関連事業：

その他　特記事項

継続実施 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

1,203

26,044

37 51

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

79,404,000

： 子ども青少年局・子ども育成課

188,491

令和2年度予算額

168,038

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

181,031
事業名 地域子育て支援拠点事業

報償費

委託料

事業

概要

家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の
孤立感や不安感の増大等に対応するため、地域における子
育て家庭に対する育児支援を行うことにより、子育て支援機
能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健や
かな育ちを支援する。

区役所子育てひろばやみんなの子育てひろばにおいて、子
育て親子を対象に、交流の場の提供と交流の促進、子育て
等に関する相談、援助の実施、地域の子育て関連情報の提
供を行う。
さらに各区役所では、地域全体で子育てを支援する基盤の
形成を図るために、子育てサークル等への支援や市民ボラ
ンティア等の育成、子育て支援関係団体等との地域ネット
ワークの強化にも取り組んでいる。

事業実施に必要な経費を引き続き要求する。

備品購入費

附属機関委員報酬

補助金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

債務負担行為
要求額（千円）

使用料及び賃借料

需用費

役務費

231

693

区役所子育てひろば運営委託料（6か所分）

会場借上費等

消耗品費543　印刷製本費等65

保険料900　通信運搬費等2091,109

226

608

26,151

期間

（単位：千円）
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　

継続実施

　R　～　R

訪問業務委託料

合計 14,585 14,600

関連事業：病児保育事業

その他　特記事項

H30.3月～訪問型病児保育
事業を開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

14,600

令和2年度予算額

10,561

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

14,585
事業名 訪問型病児保育事業

業務委託料

事業

概要

保護者の就労と子育ての両立等を支援するとともに、多様な
ニーズに対応した保育サービスを提供することにより、乳幼
児等の健全な育成に寄与する。

 生後６か月から小学校６年生までの児童が、病気の症状安
定期や病気回復期にあり集団保育等が困難で、かつ保護者
が就労等により児童を家庭で養育することができない期間
に、当該児童の自宅等において一時的に保育・看護を行う事
業。病児保育施設への送迎等も実施。

事業実施に必要な経費を引き続き要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

14,585 14,600

11



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　

継続実施

　R　～　R

合計 19,710 18,000

関連事業：

その他　特記事項

平成13年5月に事業開始
平成28年4月に提供会員向け研
修について、子育て支援員(さか
いチャイルドサポーター)研修へ
移行

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

18,000

令和2年度予算額

17,989

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

19,710
事業名 ファミリー・サポート・センター事業

業務委託料

事業

概要

　子育ての応援をしたい方（提供会員）と子育ての応援を受
けたい方（依頼会員）を組織化し、相互援助活動を行うことに
より、保護者等が育児と仕事とを両立し、安心して生み育てら
れる環境を整備する。

　会員登録を希望する市民が、所定の研修を修了して会員
登録し、相互援助活動を行う。
　センターは、依頼会員からの依頼内容に応じることができる
提供会員を調整して双方に紹介し、双方合意の上、活動が
開始される。
【相互援助活動の主な内容】
・子どもの安全対策として通園・通学の送迎
・保育施設の開始時間前や終了後の預かり　　など

事業実施に必要な経費を引き続き要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

19,710 18,000
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

500円×2,400件

関連事業：
子育てアドバイザー・育児支援ヘルパー派遣事業

その他　特記事項

平成23年度:訪問業務の委託
化

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

合計 2,946 3,175

969

723

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

3,175

令和2年度予算額

　R　～　R

2,437

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,946
事業名 乳児家庭全戸訪問事業

訪問業務委託費

使用料及び賃借料

事業

概要

訪問により把握した支援が必要な家庭に対して、適切なサー
ビス提供に結びつけることにより、地域の中で健やかに育成
できる環境整備を図る。

生後4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する
相談を実施し、子育て支援に関する情報提供等を行うととも
に、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、
支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供に結びつけ
る。
　低出生体重児・多胎児などの家庭や新生児訪問指導を希
望された家庭へは保健師または助産師が訪問し、その他の
家庭へはこんにちは赤ちゃん訪問従事者(地域の保育施設
の保育士等)などが訪問する。

事業実施に必要な経費を引き続き要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

その他

報償費

需用費

1,185

69

会場借上費等

通信運搬費等

研修講師謝礼金

消耗品費等1,088

1,200

69

60

758

基本計画
　施策番号

3-(1) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 3-(4) 　

債務負担行為
要求額（千円）

施設等修繕料

保険料

30

1,360

遊具等の撤去工事費

遊具等の修繕費　

施設賠償責任保険50

30

1,100

500

事業名 ちびっこ老人憩いの広場整備事業

消耗品費

撤去工事費

事業

概要

幼児に適切な遊び場を提供して、その健全な育成を図り、併
せて事故等の危険から守るとともに、高齢者のための憩いの
広場とする。

ちびっこ老人憩いの広場として、これを管理する自治会等の
地域団体に対し、遊具等の修繕、撤去等の助成を行う。

事業継続

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・子ども育成課

1,680

令和2年度予算額

1,940

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,890

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

50

450

合計 1,890 1,680

関連事業：

その他　特記事項

必要に応じて、管理自治会
等と協力して広場の安全確
保に努める。

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

堺市訪問型病児保育事業

基本計画
　施策番号

3-(1) 　

施設型及び訪問型病児保育
事業を実施

　R　～　R

病児保育施設運営業務

合計 77,486 77,486

関連事業：

その他　特記事項

H21年度から順次、南・北・西・堺・中
区に病児保育室を開設。
H30年3月から、訪問型病児保育事業
を実施。H30年5月に北区の病児保育
室の定員を増員。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

77,486

令和2年度予算額

69,276

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

77,486
事業名 病児保育事業

業務委託料

事業

概要

　保護者の就労と子育ての両立等を支援するとともに、多様
なニーズに対応した保育サービスを提供することにより、乳
幼児等の健全な育成に寄与する。

　生後６か月から小学校６年生までの児童が、病気の症状安
定期や病気回復期にあり集団保育等が困難で、かつ保護者
が就労等により児童を家庭で養育することができない期間
に、市内5か所の施設で一時的に保育・看護を行う。

事業実施に必要な経費を引き続き要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

負担金、補助及び交付金

68,775

8,711 病院内施設市民開放補助金

68,775

8,711

15



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

多胎妊娠に対する妊婦健康
診査受診票の追加交付の実
施

　R　～　R

@119,300×5,123人（府内受診者）等

乳児一般健康診査、新生児聴覚検査府外等受診分

2,310

4,450

2,410

6,795

2,461

@5,000×延462人（府外等受診者）

7,716

76

役務費（通信運搬費等）

その他

合計 842,415 817,127

関連事業：

その他　特記事項

《妊婦健診》昭和48年事業開始、公費負担1回　平成9年超音波検

査追加　平成18年度1回→2回　平成20年度2回→5回　平成21年

度5回→14回、大阪府外での健診費用助成開始　平成24年度国が

例示する標準的な検査項目をすべて公費負担　《乳児健診》昭和

49年事業開始、前期健診　平成6年後期健診追加　《産婦健診》平

成29年度事業開始　《新生児聴覚検査》令和元年度事業開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

助成決定通知等

2,358

7,096

75,996

35,474

23,578

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

817,127

令和2年度予算額

757,715

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

842,415
事業名 妊産婦・乳児一般健康診査事業

妊婦健康診査委託料

その他委託料

事業

概要

　母体と胎児、乳児の健康の保持及び増進を図ることを目的
に、健康診査にかかる経済的負担を軽減し、安心して妊娠・
出産、子育てができる環境を確立する。

各健診（検査）について、受診（検）票を交付し、大阪府内の
委託医療機関・助産所で公費負担（一部または全部）により
実施。
里帰り等により大阪府外で受診（検）した健診（検査）費用に
ついては、助成を実施。
・妊婦健診　14回
・産婦健診　２回
・乳児一般健診　２回
・新生児聴覚検査　1回

多胎妊娠に対する妊婦健康診査受診票の追加交付
診療報酬単価改正

産婦健康診査助成（扶助費）

需用費（消耗品費、印刷製本費）

その他扶助費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

妊婦健康診査助成（扶助費）

産婦健康診査委託料

乳児一般健康診査委託料

627,909

60,000

新生児聴覚検査等

@119,300×194人（府外等受診者）等

@5,000×延11,400人（前期・後期各１回）

@6,578×延10,975人（前期・後期各１回）72,194

614,059

57,000

34,262

23,398

基本計画
　施策番号

3-(1) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

需用費（消耗品費・印刷製本費）

役務費（通信運搬費）

13,886

625 検査用ろ紙、検査申込用紙、ろ紙送付用封筒、ほか

精密検査医療機関事務連絡用11

13,192

593

2

事業名 先天性代謝異常等検査事業

委託料

旅費

事業

概要

　先天性代謝異常、先天性副腎過形成症、先天性甲状腺機
能低下症等を早期に発見し、早期に適切な治療が行えるよう
にするため、新生児を対象に血液検査を実施する。

　先天性代謝異常症等を発見するため、本市内の医療機関
等で出生した新生児のうち保護者が検査を希望する者を対
象に、新生児から採血した血液により委託検査機関にて検
査を実施。
　擬陽性の検査結果が出た場合、専門医療機関への紹介や
精密検査の受診勧奨及び保健指導を行う。
　平成23年3月31日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局
母子保健課長通知を受け、平成24年度からは、タンデムマス
法を用いた新生児マス・スクリーニングを本格的に導入し、２
０種類以上の疾患について検査を行っている。

継続実施

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・子ども育成課

13,798

令和2年度予算額

13,382

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

14,524

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

11

2

合計 14,524 13,798

関連事業：

その他　特記事項

平成18年度大阪府より事務移譲。6疾
患について検査実施。平成19年度厚
生労働科学研究班による検査研究を
実施。平成24年度タンデムマス法を用
いた検査を本格導入。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

先天性代謝異常等検査料等

基本計画
　施策番号

3-(1) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：乳幼児健康診査

基本計画
　施策番号

3-(1) 　

債務負担行為
要求額（千円）

需用費（消耗品費）

備品購入費

1,044

99 発達検査用紙、検査用物品

収納ケース35

1,001

337

事業名 乳幼児発達相談指導事業

心理・発達相談員謝礼金

事業

概要

発達の支援が必要な乳幼児と保護者に対し、相談や助言を
行うことにより乳幼児の成長発達を促し、保護者が安心して
育児できることを目的とする。

［対象］
乳幼児健康診査などで把握された精神・運動等の発達に関
する支援が必要な乳幼児と保護者。
［内容］
心理職による発達の確認と相談・助言などを実施し、必要に
応じて関係機関へ紹介する等、適切な進路へつなぐ。

子ども相談所からの心理職の派遣数微減により、パート心理
職の従事が増加している。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・子ども育成課

1,373

令和2年度予算額

823

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,440

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

297

合計 1,440 1,373

その他　特記事項

平成19年度まで、子ども療育相
談所（子ども相談所）から心理職
の派遣を受け実施。平成20年度
以降パートの心理職を追加して
実施。

事業を継続実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

事業を継続実施。

　R　～　R

@8,700×115人
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

合計 5,084 1,600

関連事業：乳幼児健康診査事業

その他　特記事項

平成元年4か月児を対象に事業
開始。平成9年対象を3歳児に拡
大。平成16年対象を1歳6か月児
に拡大。平成27年4か月児を対
象外。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

1,260

継続実施

局・課名 ： 子ども青少年局・子ども育成課

　R　～　R

1,600

令和2年度予算額

5,629

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,084

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

事業名 乳幼児アレルギー・ぜん息予防事業

看護師謝礼

事業費（千円）

要求額（千円）

事業

概要

　アレルギーや気管支ぜん息の発症の未然防止

　乳幼児健康診査(１歳半・３歳）において、アレルギーや気管
支ぜん息に関する問診を行い、発症のおそれのある者に対
し、適切な指導を行う。

実施方法を効率化
継続実施

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

需用費（消耗品費・印刷製本費）

役務費（通信運搬費）

3,534

290 問診票作成等

健診案内郵送料等1,260

340

基本計画
　施策番号

3-(1) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

合計 49,455 50,527

関連事業：子ども医療費助成

その他　特記事項

母子保健法に基づく都道府県の事業として
行われていたが、昭和６２年の法律改正によ
り保健所業務として大阪府から事務移譲。
保護者から徴収している一部自己負担金を
免除。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

59

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

50,527

令和2年度予算額

57,717

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

49,455
事業名 養育医療給付事業

養育医療給付(扶助費)

事業

概要

　入院治療を必要とする養育医療の対象児に対し、医療の給
付を行う。

　入院治療を必要とする下記の対象児に対して、指定医療機
関において、その養育に必要な医療を給付。ただし、保護者
の所得に応じて一部自己負担金あり。

　対象児は、出生時体重が2,000g以下などにより医師が入院
養育を必要と認めた堺市内に居住する乳児。

継続実施

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

給付決定通知書等郵送(役務費)

申請案内等(需用費)

49,303

93 郵送代・レセプト審査手数料
59

50,380

88

基本計画
　施策番号

3-(1) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

1歳6か月児健康診査
子どもの歯相談室、2歳児の歯科相談

継続実施

主な要求内容
項目

印刷製本費

事業名 フッ素塗布事業（本庁）

消耗品費

事業費（千円）

要求額（千円）

214

224

令和2年度予算額

0

令和3年度要求額令和元年度決算額

235

（単位：千円）
2年度予算

事業

概要

乳幼児のう蝕罹患率の減少を目的に、う蝕予防に有効なフッ
素塗布を手段の一つとして実施する。また、その後のかかり
つけ歯科医での継続塗布の啓発をすることにより、う蝕罹患
の改善を図る。

　R　～　R

1歳6か月児健康診査および2歳児の歯科相談、子どもの歯
相談室で希望した対象年齢内の者(1歳6か月児～4歳未満）
に対して1人1回フッ素塗布を行う。また、1歳6か月児健康診
査時にう蝕罹患の可能性の高いと判断された者については、
2歳児の歯科相談時にフッ素塗布を行う。塗布後は継続塗布
についての必要性やむし歯予防効果などを啓発し、フッ素塗
布手帳などを活用しながらかかりつけ歯科医での継続塗布
の勧奨を行う。

期間
債務負担行為

225

10

継続実施

合計 235 224

関連事業：

その他　特記事項

1歳6か月児～4歳未満を対
象に子どもの歯相談室で実
施。平成19年度より1歳6か
月児健康診査時に実施。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

フルオールゼリー、ディスポ反応板等

3年度要求額 内容・積算等

10

基本計画
　施策番号

局・課名 ： 子ども青少年局・子ども育成課
3-(1) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

　

債務負担行為
要求額（千円）

会場借上料

旅費

需用費（消耗品費・印刷製本費）

200

33

関係機関ポスター等送付

研修会会場借上

従事者研修講師・派遣研修旅費

啓発リーフレット等28

200

33

28

20

事業名 不妊症・不育症支援事業

謝礼金

役務費（通信運搬費）

事業

概要

不妊症・不育症に悩む夫婦が医療機関以外からも情報を得
て、悩みや不安を軽減し、適切な治療を選択することができ
るよう支援を行う。

・不妊・不育症専門相談(定例月1回）を実施する。
・同じ悩みを抱える方の交流会を行う。
・一般市民向けに啓発。
・主に相談従事者向けまたは市民向けセミナーを開催する。

継続実施

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・子ども育成課

309

令和2年度予算額

167

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

303

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

28

28

14

合計 303 309

関連事業：特定不妊治療費助成事業

その他　特記事項

事業の継続実施。 事業の継続実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施。

　R　～　R

定例相談助産師・交流会講師

基本計画
　施策番号

3-(1) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　

債務負担行為
要求額（千円）

6,500 6,500

事業名 東吉野キャンプ場運営事業

負担金

事業

概要

友好都市である東吉野村において、自然の中での野外活動
を通じて、生活体験を豊かにし、共に過ごす家族や所属して
いる地域の団体や仲間たちとのふれあいを深めることで、青
少年の健全育成を図る。

一年を通じ豊かな自然環境の中でキャンプなどの野外体験
活動の場を市民に提供

安全安心な野外活動の場の提供及び活性化に向けた取組
みの検討・推進

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・子ども育成課

6,500

令和2年度予算額

6,513

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

6,500

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 6,500 6,500

関連事業：

その他　特記事項

事業見直し検討中
　利用促進に向けた周知・PR

事業の見直し実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の見直し実施

　R　～　R
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

個別施設計画を踏まえた施
設の管理運営を継続して実
施

　R　～　R

指定管理料

合計 96,991 96,991

関連事業：

その他　特記事項

施設の管理運営を継続して
実施

個別施設計画を踏まえた
施設の管理運営を継続し
て実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

96,991

令和2年度予算額

111,153

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

96,991
事業名 青少年センター・青少年の家管理運営事業

委託料

事業

概要

青少年の諸活動の推進等により、仲間づくりと自主的活動を
通して創造性や社会性を養い、青少年の心身の健全な育成
を図る。

市内２箇所の青少年施設（堺市立青少年センター・堺市立青
少年の家）の管理運営業務を実施
　・青少年の諸活動に対する貸館及び学習の場の提供
　・学習、スポーツ、文化・レクリエーション活動等

事業継続
施設の管理運営について必要な指定管理料の要求

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

96,991 96,991

基本計画
　施策番号

3-(2) 3-(4) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

施設土地借上料

55,510

2,527 施設敷地借地料

55,510

2,527

事業名 日高少年自然の家管理運営事業

委託料

事業

概要

子ども・青少年が、和歌山県日高町の豊かな自然の中で、集
団生活や海洋プログラムを行うことにより、自立心・協調性・
豊かな情操や心身の健全な育成を図る。

堺市立日高少年自然の家において、子ども・青少年が、集団
生活を行いながら、海水浴、カヌー、カヤック、磯観察、シュ
ノーケリング、釣り、ハイキング、野外炊さん、キャンプファイ
ヤーなどの体験活動ができる場を提供する。

事業継続
施設の管理運営について必要な指定管理料等の要求

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・子ども育成課

58,037

令和2年度予算額

80,113

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

58,037

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 58,037 58,037

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

日高少年自然の家管理運営委託料

基本計画
　施策番号

3-(2) 3-(4) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 3-(4) 　

個別施設計画を踏まえた施
設の管理運営を継続して実
施

　R　～　R

野外活動指導員謝礼金

5,400

0

5,490

25,000

0

体育室新築新築工事の監理業務

12,936その他

合計 179,257 171,149

関連事業：

その他　特記事項

青少年の家体育室新築工事
開始（～令和3年度）

個別施設計画を踏まえた
施設の管理運営を継続し
て実施

スケジュール（経過及び今後展開）

8,000

9,879

650

110,360

24,000

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・子ども育成課

171,149

令和2年度予算額

1,030

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

179,257
事業名 青少年健全育成事業

謝礼金

青少年の家体育室新築工事費

事業

概要

豊かな自然環境の中や青少年施設で共同活動を行うことに
より、自律的行動習慣や協調性・規範意識などを育み、青少
年の健全育成に資する。

（青少年センター・青少年の家）
　施設の維持管理を行う。

（堺市青少年活動振興協会）
　堺市青少年活動振興協会との共催により、市内小学生を
対象としたキャンプ事業を実施する。

青少年の家体育室建替えに係る工事費等を要求。
青少年施設のあり方について検討するための調査費を要
求。

青少年の家体育室監理業務ほか

施設のあり方検討調査等

青少年の家非常用発電機改修工事

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

青少年の家解体工事

普通旅費等

委託料

530

291 旅費・有料道路交通料

キャンプ事業運営支援業務委託費500

530

440

146,400

0
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続して実施

　R　～　R

会計年度任用職員1名

要保護児童対策調整機関担当者研修

児童養護施設における人材確保補助金

5,100

950

5,100

940

602

自立支援事業、職場訪問指導等

5,027その他

合計 39,756 43,333

関連事業：

その他　特記事項

継続して実施 継続して実施

スケジュール（経過及び今後展開）

市内児童臨海学舎開催補助金等

602

8,636

360

13,514

12,436

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　子ども家庭課

43,333

令和2年度予算額

34,801

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

39,756
事業名 要保護児童支援事業

報酬

児童家庭支援センター運営委託業務

事業

概要

　さまざまな理由により、児童養護施設や里親家庭で暮らす
子ども（要保護児童）に対して、養育環境の向上に資するた
めに様々な施策を実施する。

○児童家庭支援センター
　子どもに関する家庭からの相談や、子ども相談所とその他の関係機関との連絡調整を総合的に行
い、必要な助言や支援を実施する。
○里親支援事業
　里親等への委託等を推進するために、里親制度等の普及啓発等を実施するとともに、週末里親事業
の実施や、里親等の資質向上を図るための研修や里親に対する相談・支援等を実施する。
○里親への乳児委託促進事業
　マッチング過程において、十分な知識と経験を有した里親トレーナーが里親の育児指導を行う。
○社会的養護自立支援業務
　施設退所前の児童に対し、必要な社会常識や生活技能の講習会等を実施。退所者に対しても、就職
後のフォローアップ等退所後の支援を行う。
○児童養護施設の職員人材確保事業（研修業務・補助金）
　社会的養護を担う人材の確保のため、就職セミナーの開催及び実習を委託し、実習を受けた学生等
の就職促進を補助する。

要保護児童の養育環境の向上に必要な経費、及び、児童養
護施設等における新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めに必要な経費を要求。

社会的養護自立支援事業

児童養護施設等の職員人材確保事業補助金

堺市要保護児童対策調整機関担当者研修業務

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

里親支援事業

職員手当

旅費

1,557

220

児童家庭支援センター運営業務委託

週末里親及び里親支援事業

会計年度任用職員手当1名

会計年度任用職員通勤費1名156

1,593

346

13,514

12,436

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続して実施

　R　～　R

発達支援コーディネーター（心理士4名）

通信運搬費等

114

225

125

144

26

消耗品費等

80研修会等参加負担金

合計 32,490 49,251

関連事業：

その他　特記事項

H18～21：発達障害児支援研
究事業委託
H22～：発達相談、養育者勉
強会を全市拡大し実施

継続して実施

スケジュール（経過及び今後展開）

75

57

2,243

929

14,495

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　子ども家庭課

49,251

令和2年度予算額

31,888

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

32,490
事業名 発達障害者（児）支援事業

会計年度職員報酬

旅費等

事業

概要

発達相談等の実施により早期発見・早期支援を推進し、就学
移行支援を行うことにより、学校での二次的な不適応を予防
し、児童の健全育成をより一層推進する。また、不安を持ち、
孤立しがちな養育者に対する子育て支援を行い、虐待予防
を図る。

発達支援コーディネーターが発達障害児とその家族を支援するとと
もに、地域の機関からの相談を受け支援体制のサポート強化を行
う。また、あい・ふぁいるの活用を推進し、関係機関の連携を強化す
る。
○4・5歳児発達相談、養育者勉強会（短縮版ペアレントトレーニン
グ）、啓発（ホームページでの情報提供）、個別支援ファイル「あい・
ふぁいる」活用セミナー（支援機関対象）
○遊びと交流のひろばにおける発達相談、乳幼児健診、こども園等
で超早期に発見される発達障害児に対して、超早期療育を行うとと
もに、そのノウハウを支援に活かすことができるよう児童発達支援
事業所やこども園に配置されている「あい・さかい・サポートリー
ダー」の実習・研修の場とする。

4・5歳児発達相談、超早期療育支援等の就学移行支援を実
施し、関係機関の連携をさらに強めるために必要な費用を要
求する。

需用費等

会場等借上料

役務費等

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

委託料等

会計年度任用職員期末手当

謝礼金

12,141

2,307

会計年度任用職員通勤費、旅費等

2,243

14,229

2,790

1,023

28,495

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

令和２年度応用講座のみ開
催のため令和３年度は基礎
講座のみ開催予定。

　R　～　R

 ＠23,000円×20回(基礎18回フォローアップ2回）

合計 1,649 796

関連事業：

その他　特記事項

平成27年：基礎講座開始
平成28年：応用講座開始
平成29年：フォローアップ研
修開始

継続して実施

スケジュール（経過及び今後展開）

127

57

4

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　子ども家庭課

796

令和2年度予算額

651

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,649
事業名 あい・さかい・サポーター養成事業

講師謝礼金

通信運搬費

事業

概要

地域の認定こども園・幼稚園・事業所・学校等、子どもの発達
支援に携わる全ての機関において、発達障害など特別な支
援を必要とする子どもとその家族に適切な支援を行うことが
できるよう専門研修を実施し、支援力の向上を図る。また、各
機関及び地域において中核となるサポートリーダーを養成す
る。

○対象
認定こども園、幼稚園、事業所、学校等の障害のある子ども
や特別な支援が必要な子どもの支援に携わる者
○養成期間
2か年　26講座
1年目：基礎講座（全員対象）→サポーター
2年目：応用講座→サポートリーダー
2年目修了生：フォローアップ研修（サポートリーダー研修）

※サポートリーダーは、研修終了後、所属機関の他の職員ほ
か、地域の他機関と連携し助言を行う。

地域及び施設における障害児支援の中核となりうる職員を養
成するために必要な費用を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

食糧費

会場等借上料

消耗品費

667

794

講師用お茶代

 研修会場借上料

 サインホルダー、認定証用紙等29

460

246

57

4

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

11,209 11,209

事業名 発達障害医療機関等支援事業

委託料等

事業

概要

発達障害専門医療機関ネットワークを構築することで、発達
障害に対応できる専門的な医療機関の確保を図るとともに、
地域の専門医の養成やかかりつけ医等の研修を実施するこ
とにより、発達障害の診断・治療等を行える医療従事者の育
成はもとより、発達障害者が受診するさまざまな診療科にお
いて、より受診しやすい環境整備を推進する。

○発達障害専門医療機関ネットワーク構築
拠点医療機関において、医療ネットワークを構築し、医療関
係者向けの研修や診療支援により発達障害に対応できる医
療機関を養成する。また、コーディネーターを配置し受診を希
望する当事者等に情報提供等を行う。

○かかりつけ医等発達障害対応力向上研修
発達障害者等が日常より受診する様々な診療科等の医療従
事者に対して、発達障害に関する研修を実施する。
対象：堺市内で勤務・開業する医療従事者等
実施回数：2回　※内容は国研修に基づく3テーマ

発達障害者の診断・治療・アセスメント等が行える医療従事
者の養成及びネットワーク構築、かかりつけ医等向けの研修
の実施するための予算を要求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

11,209

令和2年度予算額

11,555

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

11,209

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 11,209 11,209

関連事業：

その他　特記事項

令和元年度事業開始 継続して実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続して実施

　R　～　R

発達障害専門医療機関ネットワーク構築事業委託料等

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

30



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

普通旅費

通勤費

期末手当

9,472

836

事業所ハンドブック

市内旅費

会計年度任用職員3名

会計年度任用職員3名976

6,980

652

11

12

事業名 障害児事業者等指定・指導事務

会計年度任用職員

消耗品

事業

概要

児童福祉法に基づく障害児支援事業を行う事業者の指定及
び指導監督事務を行い、利用者の処遇の向上、事業者の育
成、事業所運営の適正化を図る。

１）児童福祉法に基づく障害児事業者等の指定
２）児童福祉法に基づく障害児事業者等の指導監督
３）その他上記に付随する事務等

引き続き、事業者の指定・指導事務及び研修等にかかる経
費を要求する。

通信運搬費

会場等借上料金

謝礼金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

8,992

令和2年度予算額

13,628

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

12,228

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

160

95

0

1,336

10

29

他市への負担金

費用弁償

合計 12,228 8,992

関連事業：

その他　特記事項

事業を継続して実施。 事業を継続して実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

集団指導冊子

事業を継続して実施。

手話通訳者・要約筆記者の交通費

　R　～　R

会計年度任用職員3名

事業者研修の講師謝礼・手話通訳・要約筆記

事業者研修・集団指導・事業者説明会

60

46

53

133

237

事業者への通知（郵送）等

112

10

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続して実施

　R　～　R

 ＠4,520千円×4法人

合計 18,852 18,080

関連事業：障害児等療育支援事業

その他　特記事項

平成30年度事業開始 必要に応じて事業内容を
見直して継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　子ども家庭課

18,080

令和2年度予算額

18,852

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

18,852
事業名 障害児通所支援事業者育成事業

委託料等

事業

概要

指定障害児通所支援事業者等を対象として、障害児の発達
支援・訓練等に関する助言、指導及び研修等を実施すること
により、事業所職員の支援技術の向上を図るとともに、指定
基準並びに各ガイドラインに基づいた障害児通所支援の推
進を図る。

○対象
本市が指定する障害児通所支援事業所（児童発達支援事業
所・放課後等デイサービス事業所）

○事業内容
・市内事業所を定期的に巡回し、支援内容について相談を受
けたり、個別支援計画の作成方法や支援内容への反映など
処遇面についての助言を行う。
・その他、依頼による訪問や電話相談を行う。
・各担当の事業所に研修を実施する。（年3回）

市指定の障害児通所支援事業所の質の向上を図るため、事
業実施に必要な委託料を新たに要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

18,852 18,080

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

謝礼金

需用費等

印刷製本費

550

30

講演会等の会場費用

講師謝礼金等

ブルーフィルム・取付器具等

リーフレット等作成費用130

300

10

32

44

事業名 発達障害啓発事業

委託料等

会場等借上料

事業

概要

発達障害に関する啓発活動を行い、広く市民へ発達障害の
正しい理解と対応方法や相談機関等の周知を進めることで、
発達障害児者が地域・社会で安心して暮らせるように支援す
る。

発達障害の正しい理解と対応方法や相談機関等の周知を図
るため、「発達障害啓発週間」に合わせて、講演会、ブルーラ
イトアップ、リーフレットの配布等の啓発活動を行う。

「発達障害啓発週間」に合わせて、講演会、ブル―ライトアッ
プ、リーフレットの配布等の啓発活動をするために必要な経
費を要求する。

食糧費

費用弁償

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

517

令和2年度予算額

432

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

909

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

220

30

73

合計 909 517

関連事業：

その他　特記事項

平成30年度事業開始 継続して実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続して実施

　R　～　R

ブル―ライトアップ、タペストリー等設置撤去業務

手話通訳者・要約筆記者の交通費

1

0

1

5

講師お茶代

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続

　R　～　R

時間内@1,860×102時間、時間外@2,320円×35時間

合計 228 277

関連事業：

その他　特記事項

平成16年度から現在の事業
内容で実施。
令和2年度に委託料の増額。

事業の継続

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　子ども家庭課

277

令和2年度予算額

168

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

228
事業名 ひとり親家庭等日常生活支援事業

委託料

事業

概要

母子家庭、父子家庭及び寡婦の生活の安定を図るため、一
時的な生活援助を行い自立を支援する

母子家庭、父子家庭及びひとり暮らしの寡婦の方を対象に、
次のような事由で一時的に家事等が困難となったときに家庭
生活支援員を派遣。
〇疾病、出産、看護、冠婚葬祭、事故、災害、失踪、出張、転
勤、学校行事等の社会的事由
〇就業のための技能習得や就職活動等自立支援に必要な
事由
〇母子家庭等となって間がない場合や不測の事態で生活環
境が激変し日常生活を送るのに大きな支障を生じているとき
また、一部ひとり親家庭を対象に、定期的な家事援助の利用
を可能とする。

特段の改正はなし

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

その他

222

6 通信運搬費

271

6

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

2,919 3,379

事業名 子育て短期支援事業

委託料

事業

概要

児童を養育している保護者の疾病、出産、介護、出張等の社
会的事由により児童の養育が一時的に困難となったときや、
経済的な理由により緊急一時的に母子の保護を要するとき
等に、児童又は母子を児童養護施設等において一定期間、
養育及び保護を行う。

（短期入所生活援助事業）
  保護者による養育を受けることが一時的に困難となった児
童又は緊急一時的に保護を必要とする母子を原則７日間を
限度として、児童養護施設等で入所にて養育及び保護を行
う。

（夜間養護等事業）
  保護者の仕事等が恒常的に夜間又は休日にわたる家庭の
児童を児童養護施設等で通所にて、生活指導、食事の提供
等を行う。

短期入所生活援助事業及び夜間養護等事業を実施するた
めに必要な経費を要求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

3,379

令和2年度予算額

3,280

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,919

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 2,919 3,379

関連事業：

その他　特記事項

継続実施 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

短期入所生活援助事業・夜間養護事業

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：訪問入浴サービス事業

　施策番号
2-(5) 　 　

期間

令和2年度要求額平成30年度決算額

債務負担行為
要求額（千円）

事業

概要

自宅で入浴が困難な障害児の施設での入浴の実施により、
当該障害児の福祉の向上やその家族等の介護負担の軽減
を図る。

　自宅で入浴が困難な12歳から18歳までの障害児に施設入浴サー
ビスを提供する。利用は概ね1週間当たり2回とし、1月当たり10回を
限度とする。
●対象者
　市内に住所を有し、特別支援学校の中学部もしくは中学校に通学
している者又はこれらを卒業した者のうち、18歳に達する日以後の
最初の3月31日までの間にある者、かつ、身体障害者手帳または療
育手帳を交付されている者。
●利用者負担
　生活保護を受けている世帯、非課税世帯においては0円。市民税
を課税されている世帯は、負担の上限を月額4,000円。

障害児の身体の清潔保持及び健康維持のために欠かせな
い事業である。過去3年間の実績の伸び率から令和3年度予
算を要求。

主な要求内容
項目

障害児施設入浴サービス委託料

事業名 障害児施設入浴サービス事業

： 子ども青少年局　子ども家庭課

4,194

令和元年度予算額

6,428

局・課名

事業費（千円）

基本計画

5,802

4,1945,802

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 5,802 4,194

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

平成17年：事業開始。高校生
のみ対象。
平成20年：中学生も対象とな
る。

継続して実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

継続して実施。

　R　～　R

延べ1465回利用回数（送迎以外509回）
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

女性相談2人

合計 9,735 8,984

関連事業：

その他　特記事項

平成8年度から各区（当時は
支所）に女性相談員を配置。
平成24年7月に配偶者暴力
相談支援センターを開設。平
成27年度女性相談員を3人

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

610

250

928

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局子ども家庭課

8,984

令和2年度予算額

7,446

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

9,735
事業名 女性相談事業（本庁）

女性相談員報酬

扶助費（堺市ＤＶ被害者自立支援金）

事業

概要

　各区に配置している女性相談員が、配偶者等の暴力(ＤＶ)、
離婚問題等,日常生活上の様々な問題を抱える女性からの
相談に応じ、適切な支援を行うことにより、人権の擁護を図
る。
　さらに、平成24年7月には配偶者暴力相談支援センターを
開設し、ＤＶ被害者へ適切な支援を行い、配偶者等からの暴
力の防止及び被害者保護の更なる推進を図る。

　　売春防止法に規定された婦人相談員（本市では女性相談
員）を各区に2人配置（東・美原区は1人）し、さまざまな悩みを
抱える女性の相談に応じ、関係機関と連携を図り、自立に向
けた支援等を行っている。また、配偶者暴力相談支援セン
ターに女性相談員を2人配置し、専門ダイヤルを設けてＤＶ被
害者からの相談に応じ、女性相談員等関係機関と連携して
支援を行っている。
その他
○女性弁護士によるＤＶ専門法律相談を実施
○自立支援を促進するためDＶ被害者等自立支援金を支給
○関係機関との連携のため、ＤＶ対策連絡会議等の実施ほ
か

　安全・安心して相談できる体制を確保し、適切な支援を継続
して実施するために必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

その他（役務費等）

報償費（堺市ＤＶ専門法律相談他）

旅費（通勤費・出張費等）

6,624

1,323

10,000×15人,5,000円×20人

法律相談及び研修講師謝礼
572

5,856

1,395

250

911

基本計画
　施策番号

2-(6) 3-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 3-(2) 3-(3) 　

継続実施

　R　～　R

心理判定員・講師謝礼

合計 2,169 2,156

関連事業：

その他　特記事項

H21年度より各区の保育所
から保育士1名の参加

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　子ども家庭課

2,156

令和2年度予算額

1,965

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,169
事業名 在宅乳幼児親子教室開催事業

報償費

事業

概要

発達に問題等があり、集団指導が必要な在宅乳幼児及びそ
の保護者に対して適切な援助を行うことにより、子育て不安
の軽減を図る。

発達につまずきがあり経過観察が必要と思われる乳幼児（主
に１～３歳）を対象に、保健師、家庭相談員、心理士等によ
り、各保健センターで月１回程度集団による経過観察を行
い、子どもの療育の必要性を見極め、適切な進路指導を行っ
ている。（全９教室実施）

全市共通の事業として継続実施するため必要経費を要求す
る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

役務費

1,924

245 保険料他

1,924

232
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 3-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

備品購入費等

30,044

55 カラープリンタ

30,512

0

事業名 発達障害者支援センター運営事業

委託料等

事業

概要

発達障害児者への支援を総合的に行うことを目的とした専門
的機関として、発達障害のある本人、家族、関係機関などか
らの相談を受け、発達障害児者が地域で安心して暮らせるよ
う支援する。

○市の発達障害支援の中核となる専門機関として、相談支
援、発達支援、就労支援、普及啓発及び研修事業を実施す
るとともに、関係機関と連携しライフステージに応じた一貫し
た支援及び支援機能の強化を図る。
○関係機関職員の研修及び市民講演会等を開催し、支援者
の育成及び啓発の推進を行う。
○関係機関の支援ネットワークの構築を図るとともに、発達
障害者支援センター連絡協議会を設置し、総合的なサービス
のあり方を検討する。
○職員体制5名（管理責任者・相談支援担当・発達支援担
当・就労支援担当）

引き続き、発達障害者支援センター運営にかかる経費を要
求する。
※債務負担行為契約（R3～R4）

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

30,512

令和2年度予算額

29,765

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

30,099

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

61,486

合計 30,099 30,512

関連事業：

その他　特記事項

平成28年度プロポーザル実施
（債務負担行為：平成29年～令和元
年）
令和元年度プロポーザル実施
（債務負担行為：令和2年～令和4年）

事業の継続実施
令和4年度プロポーザル実施
（債務負担行為：令和5年～令和7
年）

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R3　～　R4

発達障害者支援センター事業一式
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続して実施

　R　～　R

延べ1074回利用見込み、あい・ふぁいるセミナー実施等

合計 10,650 14,307

関連事業：障害児通所支援事業者育成事業

その他　特記事項

H18～H25：堺市立こどもリハビリ
テーションセンターにおいて指定
管理にて実施
H26～：実施機関に民間事業所を
追加

継続して実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　子ども家庭課

14,307

令和2年度予算額

12,490

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

10,650
事業名 障害児等療育支援事業

障害児等療育支援事業委託料等

事業

概要

障害児や発達に不安のある子どもと家族、保育所等支援機
関への療育・相談支援による早期介入を行い、障害者手帳
や受給者証の取得及びサービス利用につなげる。

障害児通所支援及び障害児相談支援を実施しているなど、療育・訓練の専
門的知識があり、かつ相談支援を行うことができる事業所等に委託し実施す
る。
●対象
・受給者証取得またはサービス利用に至らない障害の疑いや発達に不安を
持つ児童及びその保護者
・保育所、学校、障害児通所支援事業所等の支援機関と職員
●事業内容
①自宅への訪問による指導・相談
②通所による指導・相談（個別・グループ）
③保育所、学校、障害児通所支援事業所等の施設職員への指導・相談
④「あい・ふぁいる」セミナーの実施、保護者交流・学習の場、親子の居場所
づくり

過去3年の事業内容実績の伸び率より、令和3年度予算を要
求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

10,650 14,307

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 3-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

会場等借上料

消耗品費等

310

96

募集案内、資料等郵送費

研修会場借上料（4日分）

認定証用紙、PPC等74

1,164

350

107

事業名 医療的ケア児等コーディネーター養成研修事業

謝礼金

通信運搬費

事業

概要

医療的ケア児等が地域で安心して暮らしていけるよう、医療
的ケア児等に対する支援が適切に行える人材を養成すると
ともに、医療的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、
教育等の関係機関等の連携体制を構築することにより、医療
的ケア児等の地域生活支援の向上を図る。

・障害児通所支援事業所、訪問看護ステーション、行政の各
相談・支援機関、保育所、学校等において、医療的ケア児等
の支援を総合調整する医療的ケア児等コーディネーターを養
成するための研修
・研修修了者へのフォローアップ研修
※研修内容は国カリキュラムに基づく

医療的ケア児等に対する支援が適切に行える人材を養成す
る研修を実施するために必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

1,695

令和2年度予算額

0

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

422

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

16

0

合計 422 1,695

関連事業：

その他　特記事項

令和2年度事業開始 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

講師、スタッフ謝礼金
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

2,570 2,420

事業名 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付業務

補助金

事業

概要

就職に有利な資格取得をめざすひとり親家庭の父母の修学
を容易にすることにより、資格取得を促進し、自立の促進を
図ることを目的とする。

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就
職に有利な資格の取得をめざすひとり親家庭の父母に対し、
入学準備金及び就職準備金を貸し付ける。

〇養成機関入学時に、入学準備金として50万円を貸付。
〇養成機関を修了し、かつ、資格を取得した場合に、就職準
備金として20万円を貸付。

貸付原資及び事務費として補助する予算を計上。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

2,420

令和2年度予算額

20,929

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,570

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 2,570 2,420

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続 事業の継続

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続

　R　～　R

貸付原資・事務費

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　

42



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　

年度当初から実施。

　R　～　R

合計 1,109 1,121

関連事業：

その他　特記事項

7月から開始。（令和2年度） 事業効果を検証したうえ
で、事業の継続。

スケジュール（経過及び今後展開）

1,074

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　子ども家庭課

1,121

令和2年度予算額

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,109
事業名 堺市ひとり親世帯家計相談事業

報償費

事業

概要

ひとり親世帯等が抱える家計に関するさまざまな不安や悩み
を解消し、マネーリテラシーを普及することを目的とする

児童扶養手当受給者等を対象に、お金の使い道や家計管理
の方法などについて、ファイナンシャル・プランナー（FP）によ
る無料の個別相談を実施する。

年度当初から実施

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

需用費

委託料

0

35 消耗品代（チラシ代）

相談業務委託料990

61

70
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

印刷製本費

市単独扶助費

手数料

4,056,478

1,780

請求管理システムリース

パンフレット等印刷費

重症心身障害児特別介護加算費

請求事務委託手数料7,868

4,321,444

1,780

990

1,245

事業名 障害児措置給付事業

障害児施設措置費（給付費等）

使用料及び賃借料

事業

概要

　障害児施設等に入所又は通所する障害児に必要な指導や
援助、治療を行うことで福祉の向上を図る。

○障害児支援の提供（施設等への措置費・給付費支払）
　施設入所支援・通所支援（児童発達支援・放課後等デイ
サービス・保育所等訪問支援・居宅訪問型児童発達支援）・
障害児相談支援
○重症心身障害児の処遇向上を図るため、民間の施設に対
し特別介護加算費を支給

　障害児通所支援に係る給付費について、放課後等デイ
サービスの利用児童数の増加を見込み、必要額の要求を行
う。

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

4,333,806

令和2年度予算額

3,749,133

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

4,069,107

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

8,257

990

1,245

合計 4,069,107 4,333,806

関連事業：

その他　特記事項

H24.4.1児童福祉法改正
H25.4.1障害者総合支援法施行
H30.4.1児童福祉法改正
R元.10.1就学前児童の幼児教育無償
化

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

障害児入所（通所）給付費等

479357 消耗品費等

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

電気使用料

施設工事費等

委託料等

646,645

4,978

センター通園に係る文書送付

旧えのきはいむ機械警備電気代

南こどもリハビリテーションセンター中央監視システム更新工事

改修工事設計業務等・機械警備・剪定7,226

629,313

34,100

120

120

事業名 こどもリハビリテーションセンター管理運営事業

指定管理料

通信運搬費

事業

概要

市内に居住する就学前の障害児に対し療育サービスを提供
し障害の軽減を図るとともに、子どもの発達と自立を促し、将
来、地域社会で生き生きとした暮らしが送れるよう家族も含め
総合的に援助する。

○医療型児童発達支援センター事業（第1つぼみ園、第1もず園）
　子どもたちの豊かな発達と自立を目的として、肢体に不自由のあ
る乳幼児について、保育・訓練を行う。
○福祉型児童発達支援センター事業（第2つぼみ園、第2もず園）
　子どもたちの豊かな発達と自立を目的として、知的発達に遅れ等
のある幼児について、保育・療育を行う。
○つぼみ・もず診療所
　リハビリテーションの必要な子ども及びその疑いのある子どもを対
象に診療及び訓練を行う。
○障害児等療育支援事業
　通所教室、在宅の障害児及び保護者へ外来又は訪問療育指導
の実施、関係機関への施設支援。

徴収事務業務

備品購入費等

印刷製本費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　子ども家庭課

671,525

令和2年度予算額

693,596

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

657,376

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0

4,100

132

120

合計 657,376 671,525

関連事業：

その他　特記事項

H16年度～
指定管理方式を導入
H30年度
第2もず園建替え完了

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

こどもリハビリテーションセンター指定管理料

設計業務関係図書

546

100

546

30

825

徴収事務委託分

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

その他

母子生活支援施設管外委託料

母子生活支援施設処遇向上補助金

6,696

136,696 管外委託料を措置費として要求
常勤的非常勤＠9,330円×30世帯×12ヶ月3,359

150,464

0

9,035

17

事業名 母子生活支援施設措置等事業

母子生活支援施設措置費

ＤＶ被害者等援護事業等

事業

概要

　配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及び
その者の監護すべき児童について、母子生活支援施設への
入所により、その安全確保及び生活の安定を図り、自立のた
めの支援をおこなう。

○児童福祉法による母子生活支援施設入所者にかかる措置
費の支弁及び施設の運営指導等の実施
【母子生活支援施設】
　配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及び
その者の監護すべき児童を入所させて、これらの者を保護す
るとともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支
援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行う
ことを目的とする施設
その他事業
○母子等援護事業の実施（2居室）
　　サポートハウス事業等
○夜間・休日ＤＶ電話相談の実施（市役所閉庁時間に対応）

　引き続き、母子生活支援施設への入所等にかかる経費を
要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局子ども家庭課

162,875

令和2年度予算額

148,257

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

156,014

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

3,359

9,222

41

合計 156,014 162,875

関連事業：

その他　特記事項

スケジュール（経過及び今後展開）

　R　～　R

措置費（事務費＋生活費）×12ヶ月

基本計画
　施策番号

2-(6) 3-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

児童自立支援施設措置委託事業（子ども家庭課）

債務負担行為
要求額（千円）

事務委託継続に係る経費

1,000

2,000 事務委託継続に伴う負担金

1,000

23,893

事業名 児童自立支援施設整備事業

委託料

事業

概要

非行や家庭環境などに問題を抱える本市の子どもを入所さ
せ、自立に向けた支援を行う福祉施設である児童自立支援
施設の機能を確保する。

児童自立支援施設に関する事務について、大阪府への事務
委託の継続に向けて取り組む。

大阪府への事務委託継続に係る経費の支出

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：
子ども青少年局

児童自立支援施設整備室

24,893

令和2年度予算額

3,294

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,000

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 3,000 24,893

関連事業：

その他　特記事項

・大阪府への事務委託の継
続実施に向けた検討
・検討結果に基づく対応

同左

スケジュール（経過及び今後展開）

・大阪府への事務委託の継
続に向けた対応

　R　～　R

登記等

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

実費徴収に係る補足給付

102,000

1,017 通信運搬費などの事務費

66,000

966

事業名 実費徴収に係る補足給付を行う事業

実費徴収に係る補足給付

事業

概要

子ども・子育て支援法第59条第3号に基づき、本市において
「実費徴収に係る補足給付を行う事業」を実施するもの。

低所得で生計が困難である者等の子どもが特定教育・保育
等又は特定子ども・子育て支援を受けた場合において、保護
者が施設に支払うべき実費徴収額の一部を給付する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局　幼保推進課

66,966

令和2年度予算額

15,085

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

103,017

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 103,017 66,966

関連事業：

その他　特記事項

平成27年度　事業開始 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

扶助費

基本計画
　施策番号

3-(2) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

障害児保育対策費

職員等充実補助費

看護師等雇用費

698,628

1,228,578

補助単価×128施設

補助単価×251人×12カ月

補助単価×加配人数等

補助単価×98施設×12カ月43,800

676,024

1,370,685

25,177

328,196

事業名 民間認定こども園・保育所運営補助事業

保育教諭等配置改善費

嘱託医手当加算費

事業

概要

幼保連携型認定こども園や保育所等に対し、利用子どもに対
しての教育・保育内容の充実（職員加配、嘱託医との連携、
看護師等の配置、利用子どもの処遇向上等）及び要配慮児
童への対応並びに地域の子育て家庭への支援の実施に係
る経費の一部を補助することにより、安心して子どもを生み
育てられる環境づくりを推進する。

①保育教諭等配置改善費・・・主に１歳児、４・５歳児の職員配置改善のため
の助成
②職員等充実補助費・・・公定価格に含まれない職員加配のための助成
③看護師等雇用費・・・保健師又は看護師を雇用した場合に助成
④嘱託医手当加算費・・・嘱託医による児童の健康診断等のための助成
⑤障害児保育対策費・・・障害児保育の充実を図るための助成
⑥地域活動・子育て支援事業費・・・各施設が行う地域活動・子育て支援事業
に要する事務費・事業費に対し助成
⑦認定こども園人的加算補助費・・・認定こども園における事務職員の人件費
や学校薬剤師の委嘱等に要する経費を助成

・職員等充実補助費の内、保育補助者雇上強化費について、国の要件見直しに伴い補助対象者要件
である「勤務時間週３０時間以下の職員」の撤廃及び補助単価の見直しを行う。
・令和２年度より障害児保育対策費について、大阪府の特別支援加配児童の補助条件との整合性を
図るために要件緩和を実施

地域活動・子育て支援事業費

産休等代替職員費補助金

認定こども園人的加算補助費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・幼保推進課

2,527,549

令和2年度予算額

2,068,006

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,549,033

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

7,257

36,260

18,933

306,571

合計 2,549,033 2,527,549

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

（（1歳児2,785人×補助単価）＋（4・5歳児8,583人×補助単価））×12月

（事務職員　補助単価＋学校薬剤師　補助単価）×対象施設数（110施設）

補助単価×対象人数×日数

31,250

41,314

27,170

35,423

6,632

補助単価×128施設
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

要求額に加え、保育料の歳入減（▲615,757千円）が生じる。
副食費徴収免除に伴い、副食費の歳入減（▲26,190千円）が生じる。

継続して実施

　R　～　R

353,712524,987

合計 4,629,097 4,659,566

関連事業：

その他　特記事項

令和元年10月以降3歳から5
歳児の全ての子ども及び0歳
から2歳児の非課税世帯の
子どもの保育料を無償化す
る。

継続して実施

スケジュール（経過及び今後展開）

1,808,304

81,000

17,334

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・幼保推進課

4,659,566

令和2年度予算額

2,246,420

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

4,629,097
事業名 幼児教育・保育無償化事業

民間認定こども園等給付費（無償化分）

私学助成幼稚園補足給付（副食費免除分）

事業

概要

乳幼児期の教育の重要性に鑑み、全ての子どもに質の高い
教育を保障することをめざし、国主導により無償化を実施す
るもの。

令和元年１０月より、３歳から５歳児の全ての子ども及び０歳から２
歳児の非課税世帯の子どもの認定こども園、幼稚園、保育所、地域
型保育事業及び認可外保育施設の保育料を無償化する。（認可外
保育施設については上限あり）
なお、無償化の実施に伴い、２号認定子どもの副食費については、
保護者からの実費徴収となる（年収３６０万円未満相当世帯及び就
学前の子どもから数え３人目以降にあたる場合は、副食費の徴収を
免除）。
1号認定子ども及び私学助成幼稚園を利用する子どもについても、
年収360万円未満相当世帯及び小学3年生以下の子どもから数え3
人目以降にあたる場合は副食費の徴収を免除（私学助成幼稚園を
利用する場合は副食費を補助）

施設等利用給付費（民生費）

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

民間保育所委託費(副食費免除分）

民間認定こども園等給付費（副食費免除分）

施設等利用給付費（教育費）

2,044,155

153,317

1,614,012

2,459,955

161,201

54,000

16,686

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

公立認定こども園一時預かり事業
さかいマイ保育園事業

債務負担行為
要求額（千円）

57,059 30,724

事業名 一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

補助金

事業

概要

保育を必要とする２歳児を受け入れる私立幼稚園に対し、一
時預かり事業に要する経費を補助することにより、待機児童
を解消することを目的とする。

保育を必要とする２歳児の受け入れを行う幼稚園に対し、経
費の一部を補助する。

※別事業で一般型と幼稚園型あり
（１）一般型　　 園児以外の子どもの一時預かり
（２）幼稚園型　幼稚園等に在籍する満３歳以上で、教育時間
の前後又は長期休業中等に保育が必要な子どもの一時預
かり

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・幼保推進課

30,724

令和2年度予算額

4,751

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

57,059

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 57,059 30,724

関連事業：一時預かり事業

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

別紙のとおり

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業

保育所等保育士資格取得支援事業

1,011

2,112 100×18名

300×1名　100×1名　200×1名600

400

1,800

事業名 保育教諭等人材確保事業

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業

事業

概要

  平成27年度から子ども・子育て支援新制度の施行に伴い必
要となる保育教諭等及び保育士の確保、また、民間保育所
等から幼保連携型認定こども園への円滑な移行を支援する
ため、職員の資格取得を支援する特定教育・保育施設に対し
補助し、保育教諭等及び保育士の人材を確保することで、待
機児童の解消を図り、子どもを安心して育てることができる環
境整備を行うことを目的とする。

　次の事業区分に応じて、対象施設で勤務する職員が保育士資格又は幼稚園教諭免許
の取得のため、指定保育士養成施設又は大学において、必要な教科目・単位を修得す
るための受講料を当該対象施設が職員に対し補助する費用について、補助を行う。
１　保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業
　【対象】対象施設に勤務する幼稚園教諭免許保有者
１－２　保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業
　【対象】認定こども園への移行を予定する私学助成の幼稚園に勤務する幼稚園教諭免
許保有者
２　保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業
　【対象】対象施設に勤務する保育士資格保有者
３　保育所等保育士資格取得支援事業
　【対象】対象施設に勤務する保育従事者

 職員の資格取得を支援する特定教育・保育施設の事業実施
に要する経費を引き続き要求する。
 「幼稚園教諭免許状更新経費補助事業」は平成30年度より
予算計上され、令和元年度までの２年間限定での予算計上
であったことから廃止された。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・幼保推進課

2,800

令和2年度予算額

1,257

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,723

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

600

合計 3,723 2,800

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

100×4 名

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

100施設

合計 274,540 290,705

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・幼保推進課

290,705

令和2年度予算額

240,942

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

274,540
事業名 一時預かり事業

一般型一時預かり事業

事業

概要

　一時的な保育ニーズに応じたサービスを提供することによ
り、保護者の就労等と育児の両立支援を図り、また、核家族
化、地域のつながりの希薄化等による保護者の子育て不
安、負担軽減を図ることにより、安心して子育てができる環境
を整備し、児童の福祉の向上を図る。

　疾病、介護等突発的な事情や社会参加などによる保育需
要や保護者の育児負担を軽減するため、児童を一時的に預
かる一時預かり事業を実施する認定こども園、保育所等に対
し補助金を交付する。

【事業類型】
(1) 一般型　   園児以外の子どもの一時預かり
(2) 幼稚園型　幼稚園等に在籍する満3歳以上で、教育時間
の前後又は長期休業日等に保育が必要な子どもの一時預
かり

　新規施設８施設分の予算を追加で計上。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

幼稚園型一時預かり事業

159,832

114,708 92施設

167,632

123,073

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

運営費（兄弟姉妹入所軽減分含む）：

合計 25,707 23,664

関連事業：

その他　特記事項

H16年度　要綱を制定し、モ
デル事業として補助開始

事業の継続実施
（残り1施設に対して、認可
化移行に向けて調整を行
う。）

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・幼保推進課

23,664

令和2年度予算額

53,297

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

25,707
事業名 認証保育所運営補助事業

認証保育所運営補助金

事業

概要

　市が独自に定めた基準を満たす認可外保育施設を認証保
育所として位置づけ、その運営に必要な経費の一部を補助
することにより、施設が提供する保育サービスの維持向上と
児童福祉の増進を図るとともに、多様な保育ニーズにも対応
することで、保護者の選択肢を広げ、保育所入所待機児童の
解消を図る。

　利用者と直接契約により、利用形態に応じてサービス内容
を決定し、迅速かつ柔軟で多様な保育サービスを提供する認
証保育所に対して、その運営に必要な経費の一部を補助す
る。
【補助制度の概要】
 運営補助金（月額）
　①運営費分　　　　　　　0～2歳児：61,000～65,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　  3歳児：37,000～41,000円
　②兄弟姉妹入所軽減分　（上限）　18,000円
  ③利用料軽減分       市町村民税所得割額に応じて
                         　　　　　　第1子 15,000円（または10,000
円）

令和２年度より、既存2施設のうち、1施設が保育所へ移行し
たため、残り1施設分の運営に要する経費を要求

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

25,707

23,124千円/年

利用料軽減：15千円×36人

23,664

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

要配慮児対応補助費

障害児保育対策費

6,837

7,308 幼稚園教諭1人2,436千円（3施設分）

申請が無い見込み0

7,323

7,308

事業名 私立幼稚園運営補助事業

幼稚園教諭配置改善費

事業

概要

子ども・子育て支援新制度に移行した私立幼稚園に対し補助
を行うことにより、利用子どもに対しての教育内容の充実（職
員配置改善による利用子どもの処遇向上など）及び要配慮
児童への対応を実施し、安心して子どもを生み育てられる環
境づくりを推進する。

①幼稚園教諭配置改善費…4・5歳児の職員配置改善実施園への補助
②要配慮児対応補助費…集団での教育を行う上で、特別支援の対象までに
は至らないものの配慮を要する利用子どもへの対応のために、加配人件費を
補助
③障害児保育対策費・・・障害児保育の充実を図るための助成

民間認定こども園・保育所運営補助事業の障害児保育対策
費における補助対象者要件の緩和に伴い、令和２年度より
私立幼稚園運営補助事業においても補助条件を揃えるた
め、障害児保育対策費を新設している。しかし、私立幼稚園
運営補助事業においては施設からの補助申請は無い見込み
である。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・幼保推進課

14,631

令和2年度予算額

14,667

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

14,145

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0

合計 14,145 14,631

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

4・5歳児226人×2,700円×12月

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

新規施設を含め、国の公定
価格等に沿って、継続して事
業を実施

　R　～　R

保育士配置改善、入所前検診費等

合計 3,180,283 3,304,415

関連事業：

その他　特記事項

新規施設を含め、国の公定
価格等に沿って、継続して事
業を実施

国の公定価格等に沿っ
て、継続して事業を実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・幼保推進課

3,304,415

令和2年度予算額

2,295,825

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,180,283
事業名 地域型保育事業

地域型保育事業運営補助金

事業

概要

　子ども・子育て支援新制度における地域型保育事業の基準
等を満たす民間事業者が実施する保育事業に対し、運営に
要する経費を補助することにより、待機児童の解消を図ると
ともに、心身ともに健やかな児童を育成することを目的とす
る。

　増加する低年齢の保育需要に対応するため、保護者の労
働や疾病等により保育を必要とする児童を対象に、比較的小
規模な環境で保育事業を実施する地域型保育事業（家庭的
保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業）に対し、運
営に係る経費の一部を補助する。

地域型保育事業実施施設の運営に要する経費を要求する。
新規施設の運営に係る経費を計上する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

地域型保育事業運営給付費

113,615

3,066,668 国の公定価格公定価格等による基準額

112,848

3,191,567

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

子ども・子育て支援新制度と
の整合性を確保しながら事
業を実施

　R　～　R

2,500千円×4園

合計 12,500 10,000

関連事業：

その他　特記事項

子ども・子育て支援新制度と
の整合性を確保しながら事
業を実施

子ども・子育て支援新制度
との整合性を確保しながら
事業を実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局　幼保推進課

10,000

令和2年度予算額

12,500

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

12,500
事業名 私立幼稚園預かり保育推進事業

私立幼稚園預かり保育推進事業補助金

事業

概要

私立幼稚園が教育時間を超えて在園児を保育する預かり保
育事業を促進することで、保護者への就労支援と待機児童
の解消を図る。

私立幼稚園を対象として、園則に定める教育時間の前後の
時間帯及び休業日（春・夏・冬休み）において実施する1日11
時間以上の預かり保育事業に係る経費の一部を補助する。

対象4施設の事業実施に必要な経費を要求する

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

12,500 10,000

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

21,900 6,300

事業名 休暇取得促進支援事業

休暇取得促進支援等事業補助金

事業

概要

　市内の民間認定こども園等で勤務する保育教諭・保育士の
職場環境を整えることにより、当該認定こども園等における
保育教諭等の就職の促進及び離職の防止を図り、教育及び
保育の質の向上を図る。

市内の民間認定こども園等が次の事業を実施した場合に、
経費の一部を補助する。
１　年次有給休暇取得促進支援事業
２　リフレッシュ休暇取得促進支援事業
３　相談体制の整備事業
４　園内研修の強化事業
５　園内表彰事業
６　ワーク・ライフ・バランス支援事業

・休暇取得率が一定の水準に達した施設については、特定
の事業について、補助対象外とし、他の事業への取り組みを
促進する見直しを実施。
・保育士等の処遇改善を図り、保育人材の確保につなげるた
め、民間認定こども園等の保育士等の処遇改善に要する経
費を引き続き要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・幼保推進課

6,300

令和2年度予算額

8,323

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

21,900

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 21,900 6,300

関連事業：

その他　特記事項

新規事業 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の見直し

　R　～　R

30施設×210千円

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

79,704

61.5千円×12ヶ月×75人

121,106

事業名 保育士宿舎借り上げ支援事業

保育士宿舎借り上げ支援事業

事業

概要

民間の認定こども園等に対し、保育士・保育教諭（以下「保育
士等」という。）の宿舎を借り上げるための費用の一部を補助
することにより、保育士等の新規確保や就職継続を図り、保
育士等が働きやすい環境を整備することを目的とする。

保育所等の事業者が、補助対象となる保育士等（平成２７年
以降に新規採用され、採用された日から１０年以内である者）
に提供する宿舎の借り上げ料等に対して、月額上限６１，５０
０円を補助する。

・補助対象者数増に伴う経費を計上する。
・補助基準額について、令和２年度から国の補助基準額が自
治体ごとの金額に見直されたことにより、堺市においても現
行の補助基準額82,000円から55,000円に見直す。これによ
り、令和２年度以降の対象者については月額上限の補助金
額は最大41,200円となる。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・幼保推進課

121,106

令和2年度予算額

42,431

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

79,704

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 79,704 121,106

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

41.2千円×12ヶ月×133人

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

その他

私立幼稚園幼児健康管理事業補助金

謝礼金

30,286

2,664

私立幼稚園事務協力謝礼金1,000

14,784

2,552

0

599

事業名 私立幼稚園幼児教育振興事業

私立幼稚園幼児補助金

印刷製本費

事業

概要

　私立幼稚園への就園を支援、促進することで就学前児童が
幼児教育を受ける機会を広く提供するとともに、幼児教育の
振興、充実を図る。

【私立幼稚園幼児補助】
　市独自の事業として私立幼稚園に在園する5歳児の保護者
に対して補助を行う。
【私立幼稚園幼児健康管理事業補助】
　市独自の事業として在園児の健康診断の実施にかかる経
費について私立幼稚園に対して補助を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・幼保推進課

18,935

令和2年度予算額

1,430,130

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

35,105

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

1,280

266

609

合計 35,105 18,935

関連事業：

その他　特記事項

子ども・子育て支援新制度と
の整合性を確保しながら事
業を実施

子ども・子育て支援新制度
との整合性を確保しながら
事業を実施

スケジュール（経過及び今後展開）

子ども・子育て支援新制度と
の整合性を確保しながら事
業を実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：小規模保育整備事業、認定こども園等整備事業

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

送迎バス購入費

7,267

0

0

13,000

事業名 送迎保育ステーション事業

ステーション整備費

事業

概要

　保育ニーズが高い地域である堺東駅近隣に整備される再
開発ビルに送迎保育ステーションを設置し、令和４年に美原
区に設置する幼保連携型認定こども園へ送迎を行うことで、
待機児童の解消及び利用者満足度の向上に寄与することを
目的とする。

　民間保育事業者が、再開発ビルに設置する送迎保育ス
テーションから、令和４年に美原区に設置する幼保連携型認
定こども園へバスで子どもを送迎するのに必要な費用の一部
を補助する。

　子どもの送迎に使用するバスの購入に必要な経費を要求
する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・待機児童対策室

13,000

令和2年度予算額

0

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

7,267

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 7,267 13,000

その他　特記事項

ステーション部分の整備
送迎先の認定こども園の整
備

送迎保育ステーション事
業の運営開始

スケジュール（経過及び今後展開）

送迎バスの購入
送迎先の認定こども園の整
備完了

　R　～　R

61



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

事業の継続実施。

　R　～　R

民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助金

合計 859 777

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施。 事業の継続実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・待機児童対策室

777

令和2年度予算額

943

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

859
事業名 民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助事業

民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助金

事業

概要

　保育所整備のための資金を独立行政法人福祉医療機構か
ら借入れた社会福祉法人に対し、当該借入に係る利子の一
部を補助することにより、民間社会福祉施設の健全な経営を
図ることを目的とする。

【補助対象事業】
次の①又は②の要件を満たす事業
①本市から施設整備に係る補助金の交付を受けて施設整備事業を行う社会
福祉法人が、平成15年3月31日までに独立行政法人社会福祉医療機構から
施設整備資金を借り受けた場合の借入金償還事業
②本市から施設整備に係る補助金の交付を受けて、耐震化に係る保育所整
備事業（昭和56年5月31日以前に着工した建物の改築、増改築、耐震改修を
伴う大規模修繕）を行う社会福祉法人が、平成21年4月1日から、当該事業に
おける施設整備資金を独立行政法人社会福祉医療機構から借り受けた場合
の借入金償還事業
【補助額】
各償還時における借入金元金残高に、１％を減じた率を乗じて得た額の合計
額（1,000円未満の端数は切り捨て）

事業実施に必要な経費を引き続き要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

859 777
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

事業の継続実施

　R　～　R

会計年度任用職員×1人分

合計 2,654 2,923

関連事業：

その他　特記事項

既存園、新設園問わず、事
業者ごとに頻度を変え、事業
を実施

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

88

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・幼保運営課

2,923

令和2年度予算額

2,603

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,654
事業名 小規模保育事業等巡回支援事業

人件費

事業

概要

経験豊富な保育士等が、小規模保育事業を実施する施設及
び認可外保育施設を巡回し、保育に関する様々なアドバイス
を行うことで、保育の質の向上を図る。

園長経験のある保育士などの専門職が経験とノウハウを活
かし、様々な相談に応じるほか、アドバイス等を行う巡回支援
を実施

引き続き、巡回支援に要する専門職の人件費及び諸経費を
要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

旅費等

その他

2,122

444 通勤費156千円、旅費及び使用料274千円

消耗品費69千円、通信運搬費16千円85

2,408

430
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

・事業の継続実施

　R　～　R

2,000円×3日×27人

合計 426 408

その他　特記事項

・H29事業開始
・R1制度拡充

・事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

75

71

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・幼保運営課

408

令和2年度予算額

168

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

426
事業名 さかいプレ保育士事業

謝礼金

ボランティア保険

事業

概要

　潜在保育士（保育士資格を有しているが、現在保育士とし
て就労していない者）や市内民間教育・保育施設等での就職
を希望する者等（無資格者を含む。）に対して、施設等への就
職に対する不安等を解消するとともに、保育現場で勤務する
ことの魅力を発信する機会とし、本市内への保育士確保の促
進及び就労支援を行う。

　市内認定こども園等において実務研修（現場体験）を行うことで、
就労に対する不安の解消やスキルアップを図る。
　さらに研修修了後は、プレ保育士（ボランティア）として主体的に子
どもたちと関わることで、実際の教育・保育現場で勤務することに対
する意欲向上を図る。
【対象者】
　堺市保育士等就職支援コーディネート事業の登録者であって、次
の①②に該当する者及び指定保育士養成施設の学生
①潜在保育士（保育士資格を有しているが、現在保育士として就労
していない者）
②市内民間教育・保育施設等での就職決定者又は就職希望者（無
資格者を含む。）

　潜在保育士や就職を希望する方に対して、市内民間教育・
保育施設等で現場体験ができる機会を提供することによっ
て、受講者及び事業者ともに就職後のイメージがしやすく、受
講者の満足度も高い。令和2年度は、新型コロナウイルス感
染症の流行に伴い事業を休止していたが、令和3年度は、流
行状況等に応じて、実施を検討する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

関連事業：堺市保育士等就職支援コーディネート事業

債務負担行為
要求額（千円）

広告料

健康診断［検便等］

162

118

2,600円×27人

100,000円×1回

2,750円×27人75

162

100

71

期間
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

事業の継続実施

　R　～　R

150千円×4人（特財1/2あり）

合計 600 600

関連事業：

その他　特記事項

平成28年度事業開始 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 子ども青少年局・幼保運営課

600

令和2年度予算額

54

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

600
事業名 保育士等就職促進事業

受験講座受講料

事業

概要

　保育士試験受験のための学習に要した費用を補助すること
で保育士資格取得者の拡充を図り、本市の保育士確保を推
進するとともに、子どもを安心して育てることができる体制整
備を行うことを目的とする。

　市内民間教育・保育施設等へ就職した保育士又は保育教
諭を対象として、保育士試験受験講座受講料等の一部を助
成する。
【対象者】
　保育士（大阪府の地域限定保育士を含む。）として登録後、
1年以内に市内民間教育・保育施設等に就職が決定し、その
施設において2年間以上勤務することが見込まれる者。

　継続実施に要する経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

600 600
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

関連事業：認定こども園整備事業（待機児童対策室）
　　　　　　 障害児通所支援事業所整備事業（子ども家庭課）

アスベスト含有分析調査・家屋調査

不動産鑑定手数料

境界確定測量業務

0

4,003

民営化園解体に係る工事監理

民営化園解体に係る調査

民営化用地に係る鑑定等　計5件

民営化対象こども園　計2件2,000

9,000

3,927

事業名 市立認定こども園移管事業

給食運搬業務

解体工事監理業務

事業

概要

　民間活力の導入により、多様化する教育・保育需要に効率
的・効果的な対応を図る。

１．市が設置・運営を行ってきた市立認定こども園について、設置・運営主体
を社会福祉法人等に移管し、民営化を実施する。
＜主なスケジュール、実施方法・手段など＞
○移転建替えの場合は、移転先用地の確保にかかる調整
○移管時期・手法の調整・決定
○移管先法人の募集・決定
○保護者・地域調整など
○新園舎整備（新園舎整備にかかる地域調整、国庫補助金等の申請、旧園
舎の解体など）
○教育・保育の引継ぎ（移管先法人との引継ぎ会議、共同教育・保育の実施
など）
○民営化後の検証（定期的な施設巡回、保護者アンケートの実施、相談窓口
の設置など）

市立福泉中央こども園の民営化に向けた施設整備等に必要
な経費を要求する。

再生資源化物等収集運搬処理業務

共同教育・保育に係る負担金

整備工事・撤去工事費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 子ども青少年局・幼保運営課

56,640

令和2年度予算額

41,316

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

52,766

1,000

2,161

4,684

2,000

0

1,351

　R３～　R４

1,000

14,182

0

30,230

2,000

3,300

その他

合計 52,766 56,640

その他　特記事項

・これまでに22か所の市立こども園
（保育所）を社会福祉法人へ移管。
・福泉中央こども園の民営化を公表

・福泉中央こども園の民営化
・諸条件が整った民営化こども園
の公表、移管先法人募集及び決
定。

スケジュール（経過及び今後展開）

民営化園旧園舎に係る監理経費等

・福泉中央こども園の民営化に向け、
施設整備や引継ぎ共同教育・保育を
行う。
・民営化対象こども園の移管等の方
法を検討。

園舎借上げ期間中の給食運搬

民営化園解体工事等

1,000

28,568

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等
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